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第 I 章 本事業の概要 

1. 本事業の目的 

高度外国人材 （高度専門職および主に技術・人文知識・国際業務の在留資格、J-Skip、J-

Find を利用して在留する外国人） の積極的な登用は、企業におけるダイバーシティの深化を

通じて、経営の柔軟化やイノベーションの創出、グローバル化の進展等に資すると考えられる。

このような人材の獲得競争は世界的に激しさを増しており、世界各国の大学へ各国企業が人材

採用に乗り出している状況である。 

そこで本事業では、本邦企業による人材採用においても遅れをとらないよう、各国の大学が

輩出する人材層や日本企業とのマッチング可能性等を調査し、グローバルサウス諸国を含めた

高度外国人材の採用ルートの多角化と受入れ拡大に資する情報をとりまとめた。 

加えて、海外現地における日系企業と欧米・韓国企業等の競合企業との人材の獲得競争の実

態について調査・分析を行い、人材の確保、定着や日本企業の国際競争力確保に向けた検討を

行った。 

 

2. 本事業の実施内容 

上記の事業目的を達成するために、本事業では以下の内容を実施した。 

 

(1) グローバルサウス諸国大学に関する調査 

アジア、中南米、アフリカ等のグローバルサウス諸国における大学のうち、日本企業が卒業

生の採用に関心を持つことが想定される 20か国、100大学・大学院について、輩出される卒

業生の人材層（学部・専攻、スキル等）や人数、新卒時の給与水準、就職先の傾向等、日本企

業の採用のきっかけになる情報について、大学・大学院や国・地方自治体等公的機関のホーム

ページや既存の調査報告書等の主に公開情報を基にした文献調査を行った。 

 

(2) 日本企業・日系企業への就職促進に向けた調査 

日本企業や海外の日系企業への就職に関心が高い卒業生が多いと考えられる 15 か国・15 大

学（各国 1 大学）程度について、就職促進に向けた取組み可能性や課題について、大学関係者、

卒業生等へヒアリング調査を行った。 

 

(3) 日本企業・日系企業とのマッチング促進に向けた提言 

上記（1）、（2）の調査結果を踏まえ、日本企業・日系企業の各国大学への関心を高めるため

の施策、海外大学卒業生の日本企業・日系企業への関心を高めるための施策に加え、インター

ンや寄附講座等のマッチング機会の提供施策等について検討を行い、高度外国人材の採用ルー

トの多角化と受入れ拡大に資する提言を取りまとめた。 
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(4) 日本企業の海外拠点における現地高度人材の雇用に関する現地調査・分析 

世界的な人材獲得競争の激化に伴い、海外現地日系企業において高度人材の確保が困難にな

っているとの声がある。例えば、メキシコは北米自動車市場にアクセスするための要地として

製造サプライチェーンが集積し、近年は EV に関する各メーカーの投資が進んでいる。このた

め、現地日系企業（特に下請け企業、孫請け企業）では優秀な現地人材の維持・獲得が困難に

なっており、生産計画に影響が生じうる可能性もある。背景に、競合企業における給与水準の

高騰や、現地人材の離職率の高さ、高度人材の供給不足等、複合的な理由が考えられる。 

そこで、本事業では、メキシコ現地における日系企業及び外資・現地企業、政府・自治体、

教育機関等に対するアンケート調査、ヒアリング調査を実施し、人材確保の現状や対応策を検

討した。 

 





https://www.topuniversities.com/university-rankings
https://www.timeshighereducation.com/world-university-rankings/latest/world-ranking
https://www.timeshighereducation.com/world-university-rankings/latest/world-ranking
https://www.shanghairanking.com/
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と（順位は問わない）、5）国によっては地域別ランキングにランクインしていること、の順に

それぞれの国について対象大学を絞り込んだ。 

その結果、以下の 100大学を対象に決定した。 

 

図表 II-3 調査対象大学一覧 

 

 

 

 

 

 

地域 国 大学

Indian Institute of Science（IISc）

Vellore Institute of Technology（VIT）

Anna University

Chandigarh University

University of Delhi

Birla Institute of Technology and Science, Pilani

SRM Institute of Science and Technology（SRM-IST）

Thapar Institute of Engineering & Technology

Indraprastha Institute of Information Technology Delhi（IIIT-D）

Amity University

Bangladesh University of Engineering and Technology

University of Dhaka

North South University（NSU）

University of Rajshahi

BRAC University

National University of Sciences and Technology（NUST）Islamabad

COMSATS University Islamabad

Lahore University of Management Sciences（LUMS）

Quaid-i-Azam University

University of Engineering & Technology（UET）Lahore

National University of Computer and Emerging Sciences, Islamabad

University of Peradeniya

University of Sri Jayewardenepura

University of Colombo

University of Jaffna

University of Moratuwa

Tribhuvan University

Kathmandu University（KU）

南アジア

インド

バングラデシュ

パキスタン

スリランカ

ネパール
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地域 国 大学

Tashkent Institute of Irrigation and Agricultural Mechanization Engineers -

National Research University (TIIAME-NRU)

National University of Uzbekistan named after Mirzo Ulugbek

Tashkent State Technical University named after Islam Karimov

Al-Farabi Kazakh National University

Satbayev University

L.N. Gumilyov Eurasian National University（ENU）

Nazarbayev University

Auezov South Kazakhstan University（SKU）

Middle East Technical University（METU）

Istanbul Technical University（ITU）

Boğaziçi University

Bilkent University

Koç University

Sabanci University

Cairo University

Ain Shams University（ASU）

The American University in Cairo

Alexandria University

Mansoura University

Helwan University

ケニア University of Nairobi

Covenant University

Bayero University, Kano（BUK）

Federal University of Technology Akure

University of Ilorin

Nnamdi Azikiwe University

University of Cape Town（UCT）

University of Pretoria（UP、Tuks）

University of Johannesburg

University of Witwatersrand

Stellenbosch University

Mohammed V University in Rabat

Sidi Mohamed Ben Abdellah University（USMBA）

Hassan II University of Casablanca（UH2C）

Université Hassan 1er

Ibn Tofail University（ITU）

University of Tunis El Manar（UTM）

University of Sfax

University of Sousse

University of Monastir（UM）

University of Carthage（UCAR）

中央アジア

ウズベキスタン

カザフスタン

中東・アフリカ

トルコ

エジプト

ナイジェリア

南アフリカ

モロッコ

チュニジア
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（注）結果的に、一部、1-2大学のみ調査対象となる国が生じることとなったが、世界大学ランキングをもとに

したトップ大学を調査する趣旨を踏まえて許容した。 

 

  

地域 国 大学

University of Buenos Aires（UBA）

National University of La Plata（UNLP）

Universidad Nacional del Litoral（UNL）

National University of Córdoba（UNC）

Universidad Austral

University of the Andes

National University of Colombia（UNAL）

Pontificia Universidad Javeriana

University of Antioquia

University of la Costa（CUC）

University of Chile

Pontificia Universidad Católica de Chile（UC）

Universidad Técnica Federico Santa María（USM）

University of Santiago, Chile（USACH）

Pontificia Universidad Católica de Valparaíso（PUCV）

Universidade de São Paulo（USP）

State University of Campinas（Unicamp）

Federal University of Rio de Janeiro（UFRJ）

Pontifical Catholic University of Rio de Janeiro（PUC-Rio）

Federal University of Minas Gerais（UFMG）

Federal University of Rio Grande do Sul（UFRGS）

Pontificia Universidad Católica del Perú（PUCP）

Universidad Peruana de Ciencias Aplicadas（UPC）

Universidad Nacional Mayor de San Marcos（UNMSM）

Universidad Peruana Cayetano Heredia（UPCH）

Tecnológico de Monterrey

National Autonomous University of Mexico（UNAM）

National Polytechnic Institute（IPN）

University of Guadalajara（UdeG）

Autonomous University of Nuevo León（UANL）

Panamerican University（UP）

中南米

アルゼンチン

コロンビア

チリ

ブラジル

ペルー

メキシコ
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2. 調査対象国の基礎情報の整理 

 調査にあたって、調査対象国 20 か国にかかる人口動態や経済概況、労働・教育関連の状況、

日本における各国出身者の在留状況等について、国際機関統計等をもとに整理した。 

 

(1) 総人口、生産年齢人口 

対象20か国の2023年の総人口を多い順にみると、南アジア・中央アジアでは①インド（14.3

億人）②パキスタン（2.5億人）、③バングラデシュ（1.7億人）となっている。また、中南米・

中東・アフリカでは①ナイジェリア（2.3億人）②ブラジル（2.1億人）③メキシコ（1.2億人）

となっている。 

人口の増減をみると、2030年の人口増加率が 2023年比で 10.0%を上回ると予想される国は、

アフリカ諸国に多い。 

 

図表 II-4 調査対象国の総人口、生産年齢人口（2023年、2030年） 

 

 

2023年（推計） 2030年（中位推計） 対2023年比増加率

総人口 1,438,070 1,525,139 6.1%

生産年齢人口 978,191 1,053,190 7.7%

総人口 247,504 276,883 11.9%

生産年齢人口 145,448 169,142 16.3%

総人口 171,467 186,072 8.5%

生産年齢人口 112,000 123,143 9.9%

総人口 29,695 30,510 2.7%

生産年齢人口 19,279 20,413 5.9%

総人口 22,972 23,768 3.5%

生産年齢人口 15,138 15,594 3.0%

総人口 35,652 40,248 12.9%

生産年齢人口 22,616 24,707 9.2%

総人口 20,330 22,003 8.2%

生産年齢人口 12,636 13,639 7.9%

総人口 227,883 262,381 15.1%

生産年齢人口 126,429 154,181 22.0%

総人口 114,536 127,139 11.0%

生産年齢人口 71,694 82,786 15.5%

総人口 87,271 89,028 2.0%

生産年齢人口 59,483 61,140 2.8%

エジプト

ナイジェリア

カザフスタン

トルコ

バングラデシュ

パキスタン

スリランカ

インド

ネパール

ウズベキスタン

南
ア
ジ
ア

中
央
ア
ジ
ア

中
東
・
ア
フ
リ
カ

（単位：千人） 
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（出所）United Nations (2024) “World Population Prospects 2024” 

（備考）将来推計値は中位推計。生産年齢人口は 15~64歳 

（注）対 2023年比増加率が 10.0%を上回る値を赤字で表示している。 

 

  

総人口 63,212 68,161 7.8%

生産年齢人口 42,605 45,721 7.3%

総人口 55,339 63,102 14.0%

生産年齢人口 33,004 39,379 19.3%

総人口 37,713 39,953 5.9%

生産年齢人口 24,943 26,686 7.0%

総人口 12,200 12,628 3.5%

生産年齢人口 8,101 8,507 5.0%

総人口 211,141 216,074 2.3%

生産年齢人口 146,596 147,705 0.8%

総人口 129,740 136,905 5.5%

生産年齢人口 87,049 92,968 6.8%

総人口 52,321 55,736 6.5%

生産年齢人口 36,639 38,295 4.5%

総人口 45,538 46,585 2.3%

生産年齢人口 29,876 31,768 6.3%

総人口 33,846 36,194 6.9%

生産年齢人口 22,558 24,323 7.8%

総人口 19,659 20,233 2.9%

生産年齢人口 13,549 13,873 2.4%

ペルー

メキシコ

コロンビア

南アフリカ

ケニア

アルゼンチン

チリ

チュニジア

モロッコ

ブラジル

中
南
米

中
東
・
ア
フ
リ
カ
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(2) 1人当たり実質 GDP 

対象 20 か国の 1 人当たり実質 GDP（2015 年価格）を高い順にみると、南アジア・中央アジ

アでは①カザフスタン（11,723ドル）②スリランカ（4,052ドル）、③ウズベキスタン（3,576ド

ル）となっている。また、中南米・中東・アフリカでは①チリ（14,374 ドル）②アルゼンチン

（14,255ドル）③トルコ（13,996ドル）となっている。 

相対的に、南米諸国の 1人当たり実質 GDPは高く、南アジア諸国は低い傾向にある。 

 

図表 II-5 調査対象国の 1人当たり実質GDP（2022年） 

 

 

（出所）United Nations “National Accounts Analysis of Main Aggregates”  

（備考 1）実質GDPは 2015年価格 
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(3) 分野別大卒（短大以上）雇用者数 

対象 20 か国の大卒（短大以上）雇用者数を多い順にみると、南アジア・中央アジアでは①

インド（5,666 万人）②パキスタン（515 万人）③バングラデシュ（367 万人）となっている。

また、中南米・中東・アフリカでは①ブラジル（2,392 万人）②メキシコ（1,146 万人）③トル

コ（849万人）となっている。 

大卒（短大以上）雇用者のうち、製造業従事者が占める割合が高い国として、バングラデシ

ュ（13%）、トルコ（13%）、チュニジア（12%）、が挙げられる。また、STEM 職従事者が占め

る割合が高い国として、チリ（26%）、ペルー（25%）、アルゼンチン（23%）が挙げられる。 

 

図表 II-6 調査対象国の分野別大卒（短大以上）雇用者数 

 

 

全産業 製造業 STEM職

雇用者数 56,661 5,967 10,003

割合 ー 11% 18%

雇用者数 5,146 485 690

割合 ー 9% 13%

雇用者数 3,668 486 599

割合 ー 13% 16%

雇用者数 558 25 99

割合 ー 5% 18%

雇用者数 689 19 113

割合 ー 3% 16%

雇用者数 2,641 52 *

割合 ー 2% *

雇用者数 * * *

割合 * * *

雇用者数 8,492 1,091 1,905

割合 ー 13% 22%

雇用者数 5,405 491 860

割合 ー 9% 16%

雇用者数 4,937 511 399

割合 ー 10% 8%

南
ア
ジ
ア

インド

パキスタン

バングラデシュ

スリランカ

ネパール

中
央
ア
ジ
ア

ウズベキスタン

カザフスタン

中
東
・
ア
フ
リ
カ

トルコ

エジプト

ナイジェリア

（単位：千人） 
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（出所） International Labor Organization “ILOSTAT” 

（備考１）「*」は欠損値。取得可能な最新の値を使用しているため、割合を算出する際のデータの時点が異な

っている場合がある。各項目のデータの時点は以下の通り。 

 

（備考 2）母集団の教育レベルは、国際教育分類レベル 5（短期高等教育）からレベル 8（博士号・博士号同

等）までとなっている。「STEM職」とは科学・技術・工学・数学に関わる職業を指し、例えば製造技術者、電

気技術者、セールスエンジニアなどが含まれる。本統計における定義については、次を参照。（Worker and 

sector profiles (PROFILES database) - ILOSTAT） 

（注）調査対象国のうち、全産業に占める製造業および STEM職での雇用者数の割合が上位 3位の国の値を赤

字で表示している。 

 

  

全産業 製造業 STEM職

雇用者数 3,594 241 *

割合 ー 7% *

雇用者数 1,023 19 110

割合 ー 2% 11%

雇用者数 524 27 *

割合 ー 5% *

雇用者数 697 84 156

割合 ー 12% 22%

雇用者数 23,918 1,995 5,283

割合 ー 8% 22%

雇用者数 11,464 1,314 2,463

割合 ー 11% 21%

雇用者数 6,916 631 1,213

割合 ー 9% 18%

雇用者数 3,189 191 733

割合 ー 6% 23%

雇用者数 2,404 166 623

割合 ー 7% 26%

雇用者数 2,237 130 567

割合 ー 6% 25%

中
東
・
ア
フ
リ
カ

南アフリカ

ケニア

モロッコ

チュニジア

中
南
米

ブラジル

メキシコ

コロンビア

アルゼンチン

チリ

ペルー

アルゼンチン バングラデシュ ブラジル チリ コロンビア エジプト インド ケニア メキシコ モロッコ

全産業 2022 2017 2022 2023 2023 2022 2022 2019 2022 2014

製造業 2022 2017 2022 2023 2023 2022 2022 2019 2022 2014

STEM 2023 2022 2023 2020 2023 2022 2023 2019 2023

ネパール ナイジェリア パキスタン ペルー スリランカ チュニジア トルコ ウズベキスタン 南アフリカ

全産業 2017 2022 2021 2022 2022 2023 2022 2020 2023

製造業 2017 2022 2021 2022 2022 2023 2022 2020 2023

STEM 2017 2022 2021 2023 2022 2019 2023

https://ilostat.ilo.org/methods/concepts-and-definitions/description-worker-and-sector-profiles/
https://ilostat.ilo.org/methods/concepts-and-definitions/description-worker-and-sector-profiles/
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(4) 大卒者（短大以上）失業率 

対象 20 か国の大卒者（短大以上）失業率をみると、南アジア諸国と中東・アフリカ諸国が

高く、中央アジア諸国が低い傾向にある。 

調査対象国のうち、大卒者（短大以上）の失業率が 10%を超えている国は、モロッコ

（25.9%）、チュニジア（21.7%）、パキスタン（16.1%）、インド（14.3%） 、バングラデシュ

（12.2%） 、トルコ（12.6%） 、エジプト（15.2%） 、南アフリカ（14.2%）である。 

 

図表 II-7 調査対象国の大卒者（短大以上）失業率 

 

 
（出所） International Labor Organization “ILOSTAT” 

（備考 1）母集団の教育レベルは、国際教育分類レベル 5（短期高等教育）からレベル 8（博士号・博士号同

等）までとなっている。 

（備考 2）ネパールは 2017年、ウズベキスタン・トルコは 2020年、パキスタン・ケニアは 2021年、チュニジ

ア・コロンビア・チリ・南アフリカは 2023年、その他は 2022年のデータとなっている。 
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https://ilostat.ilo.org/methods/concepts-and-definitions/description-worker-and-sector-profiles/
https://ilostat.ilo.org/methods/concepts-and-definitions/description-worker-and-sector-profiles/


https://ilostat.ilo.org/methods/concepts-and-definitions/description-worker-and-sector-profiles/
https://ilostat.ilo.org/methods/concepts-and-definitions/description-worker-and-sector-profiles/
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(7) 高等教育総就学率 

対象 20 か国の高等教育総就学率をみると、相対的に南米諸国の値は高く、南アジア諸国は

低い傾向にある。 

調査対象国のうち、高等教育総就学率が 60%以上の国は、トルコ（126%）、アルゼンチン

（107%） 、チリ（99%） 、ペルー（71%）、カザフスタン（65%）、ブラジル（60%）である。

また、高等教育総就学率が 30%を下回る国は、ナイジェリア（12%）、パキスタン（13%）、ネ

パール（14%）、ケニア（20%）、バングラデシュ（23%）、スリランカ（23%）、南アフリカ

（25%）である。 

 

図表 II-10 調査対象国の高等教育総就学率 

 

 

（出所） The World Bank ”World Development Indicators” 

（備考 1）「総就学率」とは、年齢にかかわらず、該当する教育レベルの総就学者数を、対応する年齢層の人口

で割った割合である。総就学者数には早期入学者や留年者、年長の就学者なども含まれるため、値は 100%を

超える場合がある。 

（備考 2）ペルーは 2017年、チュニジアは 2018年、カザフスタンは 2020年、南アフリカ・ナイジェリア・ア

ルゼンチンは 2021年、スリランカ・バングラデシュ・ネパール・トルコ・モロッコ・エジプト・ケニア・チ

リ・ブラジル・コロンビア・メキシコは 2022年、インド・パキスタン・ウズベキスタンは 2023年のデータと

なっている。 
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① 高等教育における日本語学習者・教育機関・教師数 

対象 20 か国の 2021 年の高等教育における日本語学習者数を多い順にみると、南アジア・中

央アジアでは①インド（8,525 人）②ウズベキスタン（1,852 人）③バングラデシュ（925 人）、

中南米・中東・アフリカでは①エジプト（3,026 人） ②トルコ（2,224 人） ③メキシコ（2,103

人）となっている。 

日本語学習者数が多い国では、日本語教育機関数、日本語教師数も多い傾向にある。 

 

図表 II-11 調査対象国の高等教育における日本語学習者・教育機関・教師数（2021年） 

 

 

 

学習者数 機関数 教師数

インド 8,525 55 147

バングラデシュ 925 12 30

スリランカ 833 12 24

ネパール 215 2 13

パキスタン 90 2 2

ウズベキスタン 1,852 9 81

カザフスタン 310 4 17

エジプト 3,026 10 119

トルコ 2,224 23 57

ナイジェリア 596 2 3

中
東
・
ア
フ
リ
カ

中
央
ア
ジ
ア

南
ア
ジ
ア

（単位：人（学習者数、教師数）、機関（機関数）） 
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（出所） 国際交流基金「2021年度 海外日本語教育機関調査」 

  

学習者数 機関数 教師数

ケニア 542 7 13

モロッコ 190 3 8

南アフリカ 0 0 0

チュニジア 0 0 0

メキシコ 2,103 23 76

ブラジル 1,705 11 56

コロンビア 436 9 16

チリ 323 5 12

アルゼンチン 227 6 57

ペルー 10 1 6

中
東
・
ア
フ
リ
カ

中
南
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(8) 日本における在留状況 

対象 20か国の 2023年 12月現在の留学生の人数を多い順にみると、南アジア・中央アジアで

は①ネパール（55,604人）②スリランカ（10,378人）③バングラデシュ（7,231人） 、中南米・

中東・アフリカではブラジル（890 人）②メキシコ（603 人）③トルコ（428 人）となっている。 

「技術・人文知識・国際業務」で在留する者の人数を多い順にみると、南アジア・中央アジ

アでは①ネパール（32,862 人）②スリランカ（12,223 人）③インド（12,177 人）、中南米・中

東・アフリカでは①ブラジル（531 人）②メキシコ（441 人）③トルコ（394 人）となっている。 

「高度専門職」で在留する者の人数を多い順にみると、南アジア・中央アジアでは①インド

（1,272 人）②バングラデシュ（102 人）③ネパール（53 人）、中南米・中東・アフリカでは①

エジプト（85人）②ブラジル（50人）③メキシコ（42人）となっている。 

 

図表 II-12 調査対象国の在留資格別在留外国人数（2023年 12月現在） 

 

 

留学 技人国 高度専門職 左記在留資格計

ネパール 55,604 32,862 53 88,519

スリランカ 10,378 12,223 46 22,647

インド 1,845 12,177 1,272 15,294

バングラデシュ 7,231 5,620 102 12,953

パキスタン 1,255 4,653 38 5,946

カザフスタン 281 118 12 411

ウズベキスタン 3,144 986 49 4,179

トルコ 428 394 31 853

エジプト 340 245 85 670

ナイジェリア 388 226 11 625

南
ア
ジ
ア

中
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（単位：人） 
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（出所）出入国在留管理庁「在留外国人統計」から作成 

（備考）「高度専門職」の人数は、「高度専門職 1号」と「高度専門職 2号」の合算した値となっている。 

（注）南アジア・中央アジア、および中南米・中東・アフリカのそれぞれの地域において、対象調査国のうち

各在留資格の人数が多い上位 3か国の値を赤色で表示している。 

 

3. 調査対象大学に関する情報整理及び冊子化 

 調査対象となった 100 大学について、設立年や学生数等の基礎情報から、当該大学の学生や

卒業生に関する就職状況、キャリアセンターやジョブボードの設置有無、主に理系学部におけ

る教育プログラムの例等について、大学 HP を中心とした公開情報で得られる範囲にて情報収

集を行った。 

 最終的に、各大学について収集した情報及び、上述した統計情報を含む各国の概要データ等

を整理し、日本企業・日系企業を想定読者とした、調査対象国・大学の紹介冊子を作成した。 

冊子本体は報告書別冊を参照されたいが、以下では、調査対象国の概要紹介ページイメージ、

及び、調査対象大学の紹介ページイメージを掲載している。調査対象大学の概要紹介ページ、

調査対象大学の紹介ページともに、1件あたり 2ページ（見開き 1ページ）にまとめている。 

  

留学 技人国 高度専門職 左記在留資格計

南アフリカ 92 360 5 457

ケニア 291 120 13 424

チュニジア 63 122 9 194

モロッコ 74 92 10 176

ブラジル 890 531 50 1,471

メキシコ 603 441 42 1,086

コロンビア 177 127 14 318

チリ 136 135 10 281

アルゼンチン 118 150 12 280

ペルー 194 70 14 278

中
東
・
ア
フ
リ
カ

中
南
米
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図表 II-13 調査対象国の概要紹介ページイメージ（見開き 1ページ） 

  
 

 

図表 II-14 調査対象大学の紹介ページイメージ（見開き 1ページ） 
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第 III 章 日本企業・日系企業への就職促進に向けた調査 

 

1. 調査実施概要 

(1) 目的 

海外現地大学から日本企業、日系企業もしくは外資系企業に就職する機会や経路の現状と課

題を把握するとともに、実際に日本企業、日系企業等が海外現地大学にアプローチする際の窓

口やフローを明らかにすること。 

 

(2) 調査方法 

上記の目的を達成するため、オンラインによるインタビュー（通訳付）を実施した。インタ

ビュー時間は 1 時間半程度を基本とし、各大学において学生や卒業生の就職活動の全体像を把

握していると考えられるキャリアセンターを主なヒアリング先とした。 

 

(3) 調査内容 

ヒアリング調査では、主に以下の内容を尋ねた。 

 

 大学の概要 

➢ 強み、学生数、卒業生の主な就職先 等 

 大学の学生・卒業生の採用を希望する場合のアプローチ方法やサポート・ルール 

➢ 就職に関する組織体制・問合せ先（キャリアセンターやインターンシップ窓口等） 

➢ 大学独自の Job Boardの有無、内容 

➢ 企業が採用を希望する場合の採用フローやアプローチ方法、問合せ先 

➢ 採用を希望する企業に対する貴大学からのサポート 

➢ 大学における採用に関するルールの有無、内容  

➢ 大学におけるインターンシップやジョブフェア等のイベントの実施状況 等 

 大学における就職状況 

➢ 日本を含む外国企業への就職実績 

➢ 就職先を選択する際に決め手となること（最も重視するポイント） 等 

➢ 一般的な就職活動の時期、フロー、方法、転職の頻度やその要因 

 その他 

➢ 日本企業・日系企業による採用に関する今後の展望、日本政府への要望 

 

(4) 調査対象 

調査対象大学は、第Ⅱ章で扱った 100 大学から抽出して実施し、最終的に 14 か国・14 大学

にヒアリング調査を実施した。 
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第 IV 章 日本企業・日系企業とのマッチング促進に向けた提言 

 

 本章では、今後、日本企業・日系企業が本調査で対象としたグローバルサウス諸国のトップ

大学の学生・卒業生との就職機会を拡充し、マッチングを促進させていくための取組施策を検

討した。検討に際して、すでに日本企業・日系企業と高度外国人材のマッチングに向けて行わ

れている取組、及び第Ⅲ章で扱った海外大学へのヒアリング調査で得られた取組等を参考とし

た。 

 

1. すでにみられる取組例 

 文献調査をもとに、日本企業・日系企業と高度外国人材のマッチングを促進させる取組とし

て、ここでは主に、国、都道府県、業界団体、大学、民間団体等が関わるものについて、いく

つか施策類型別に整理した。取組一覧は以下の表の通りである。 

施策類型として、大きく（1）日本企業、日系企業に対して各国大学への関心を高める施策、

（2）海外大学学生・卒業生に対して日本企業、日系企業への関心を高める施策、（3）マッチ

ング機会を提供する施策の 3つに分類した。 

また、取組種別をみると、「セミナー開催」、「海外現地視察」、「寄附講座」、「ジョブフェア」、

「インターンシップ」、「採用・マッチング支援」の計 6つの種別が確認できた。 

 

図表 IV-1 国、都道府県、業界団体、大学、民間団体等が実施している取組例（概要）  

施策類型（1） 日本企業・日系企業に対して各国大学への関心を高める施策 

取組名 実施主体 取組種別 

海外 IT 人材採用セミナ

ー 

沖縄県商工労働部 セミナー開催 

再発見！ベトナム人材受

入れセミナー 

茨城県外国人材支援センター セミナー開催 

海外研修【スリランカ】

～エンジニア採用のため

の視察ツアー 

一般社団法人神奈川情報サービス産業

協会 

海外現地視察 

インドの大学・人材送り

出し機関等視察 

大阪・海外市場プロモーション事業推

進協議会 

海外現地視察 

 

  



https://isc-okinawa.org/event/globalit/


https://ifc.ibaraki.jp/post-3296/
https://ifc.ibaraki.jp/post-3296/


https://www.pref.osaka.lg.jp/o110030/keizaikoryu/kaigai/india_toppromotion24.html
https://afh-jp.com/project/
https://afh-jp.com/wp/wp-content/uploads/2024/08/Jp_Cambodia_RUAcurriculum_2024.pdf
https://afh-jp.com/wp/wp-content/uploads/2024/08/Jp_Cambodia_RUAcurriculum_2024.pdf


https://www.nipponexpress-holdings.com/ja/press/2023/20231114-1.html
https://www.sekisho-career.co.jp/SEKISHOJOBFAIR_2024/


https://www.jetro.go.jp/biznews/2023/07/669eb02e651d9344.html
https://internshipprogram.go.jp/


https://tcgi.metro.tokyo.lg.jp/
https://asiatojapan.com/our-services/fastoffer/
https://asiatojapan.com/post/universities-list/
https://asiatojapan.com/our-services/iit/


https://www.jetro.go.jp/services/escort.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/services/escort/outline_2024_3.pdf
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月間のインターンシップ、②左記①のインターンシップの延長線上に位置づけられる 2 か月の

インターンシップ、③専門性を持った卒業間近の学生が行う 4 か月のインターンシップの 3 タ

イプである（チリ：チリ・カトリック大学）。なお、③の卒業間近のインターンシップは雇用

契約前に行うもので、内定した状態によるインターンシップではない。ただし、大学へのヒア

リングに基づくとその後インターン先との雇用契約に繋がるケースはあるという。 

 

③ インターンシップとして日本において在留 

 調査対象大学のうち、ケニアのナイロビ大学では、ある日本企業が学生を日本に呼ぶ形でイ

ンターンシップを実施し、結果的に当該日本企業への就職に繋がった例が聞かれた。 

 

(2) 海外企業・政府が行っている取組 

① 特定の国や地域の企業限定のイベント 

 一部の大学では、受入れ側となる海外政府や企業からの相談を受ける形で、特定の国や地域

の企業のみが出展するイベントを実施している例が聞かれた（例えば、中国企業が 30-50 社程

度出展するジョブフェア（ケニア：ナイロビ大学））。企業側には、ジョブフェアの「スポンサ

ー」として参加してもらう形をとっており、スポンサーフィーを徴収している。そのなかには、

ジョブフェア当日のテント（ブース設置）代、食事代、交通費（特に地方のキャンパスでフェ

アを行う際の学生の移動費）などが含まれている。 

 

② 大学と海外企業間の協定締結 

調査対象大学と海外の企業が協定を締結している例が聞かれた。協定締結により、インター

ンシップの優先的な求人・採用を行っていた（トルコ：イスタンブール工科大学、モロッコ：

イブン・トフェイル大学）。 

 

③ 大学と海外政府間の協定締結 

調査対象大学と海外政府が協定を締結している例も聞かれた。協定締結により、政府担当者

や採用意向のある海外の企業担当者が大学を訪問し、大学担当者との間で、具体的に採用意向

のある人材像の共有等が行われている。聴取した例では、南アフリカのケープタウン大学が、

中国政府及びモーリシャス共和国政府と協定を締結しているとのことであった。 

 

④ 大学と海外大学（学術団体）間の協定締結 

調査対象大学と海外大学（または学術団体）が協定を締結している例も聞かれた。具体的に

は、メキシコのモンテレイ工科大学とドイツ学術交流会（DAAD）は協定を締結し、モンテレ

イ工科大学の学生がドイツ留学とインターンシップを組み合わせたプログラムを実施している。

協定に基づき、モンテレイ工科大学の学生は、6 か月～1 年間、ドイツの大学に留学しながら、

現地企業でインターンシップに従事することができる。現地企業でのインターンシップは、ド
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当該大学内でノウハウが蓄積されていない点が懸念として持たれている。具体的に企業側でど

こまで手続きをしてくれるのか、学生側で提出するべき書類があるのか、申請にかかる費用は

負担してくれるのか、といった点を企業側から明示されることが期待されている（パキスタ

ン：国立化学技術大学、ケニア：ナイロビ大学、スリランカ：ペラデニヤ大学、南アフリカ：

ケープタウン大学、ペルー：ペルーカトリック大学、チリ：チリ・カトリック大学、メキシ

コ：モンテレイ工科大学）。 

 

② 継続的な学位取得の可能性 

学士号取得後、新卒採用で入職する場合、日本で生活し、働きながら修士号や博士号を取得

できる環境を与えてもらえるかどうかがポイントになるとの指摘があった（パキスタン：国立

化学技術大学、ケニア：ナイロビ大学など）。 

 

3. 今後に向けたポイント 

 上記 1、2 を踏まえると、1．でまとめた我が国で行われている関連の取組は、2．で聴取・

整理した海外の事例と比較しても、おおむね近しい取組は行われていると考えられる。 

 一方で、グローバルサウス諸国の大学へのヒアリング調査を踏まえると、人材の受入れ国と

なる海外政府や企業は、さまざまな形で大学にアプローチしており、人材の採用・獲得に繋げ

ようと取り組んでいることもわかった。こうした状況を踏まえ、今後、日本政府及び日本企業

に求められるポイントとして、以下では主に 4点にまとめている。 

 

(1) 日本政府または複数の日本企業（業界団体）のイニシアチブによる取組 

 グローバルサウス諸国の大学の学生・卒業生の採用に向けて、受入れ側となる海外政府・企

業のなかには、国や業界としてまとまってアプローチしている例がみられた。中国企業に限定

して、30-50社ほど集めたジョブフェアを開催している大学もあった。 

 今回調査対象となった国は、これまで日本企業への就職実績が多くない国であり、個社企業

の取組では、当該国・大学からの採用の動きが拡大しない可能性が高い。各国知見も限定的で、

制度・手続き面のノウハウも、東南アジア諸国などこれまで日本企業が多く採用実績のある国

と比べると乏しいのが実態と考えられる。実際、大規模なジョブフェア等のイベントでは、国

内外から参加企業も多く、就職実績の少ない日本企業にはなかなか目が向かない点が課題とし

て指摘された。 

そのため、日本政府や業界団体がイニシアチブをとる形で、グローバルサウス諸国の大学と

の連携強化を進めることが重要といえる。 

ヒアリング調査に基づくと、グローバルサウス諸国の大学側としても日本企業からのアプロ

ーチは総じて歓迎しており、日本政府や企業側の積極的な姿勢があれば、日本企業限定のジョ

ブフェアや、日本企業のニーズに合わせた人材育成プログラムの構築意向も示されている。送

り出す大学側としても、1 社のみではなく、できれは政府や業界団体の単位で大学側へアプロ
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ーチがあれば、より積極的にジョブフェアや企業紹介イベントの開催に協力しやすい様子であ

った。 

 

(2) 協定の締結（グローバルサウス諸国の大学と日本政府、企業、大学間） 

 上記（1）に関連して、連携強化を進めるための一つの方策となるのが、大学と日本政府、

企業、大学間における協定の締結である。ヒアリングを実施したグローバルサウス諸国の大学

において、こうした協定締結の例が確認された。 

例えば、グローバルサウス諸国と日本企業間の協定締結により、インターンシップや本採用

時に優先的な人材紹介・採用枠を設定し、安定的に優秀な人材を獲得する可能性を高める工夫

が考えられる。 

また、ドイツの学術団体の例で聞かれたように、グローバルサウス諸国の大学と日本側の大

学や学術団体が協定を締結し、日本の大学への留学＋インターンシップの実施をセットで行い、

将来的には、インターンシップ先の企業への就職も視野に入れた取組なども考えられる。 

 

(3) インターンシップの活用 

ケニアの大学ヒアリングにて挙げられた、日本企業においてインターンシップを行う取組も

有効と考えられる。学生にとっても、就職前に日本で生活や就労を経験するは、最終的に正規

採用に至った場合、当該企業への順応や定着面において有益である。他方、日本企業側にとっ

ても、インターンシップは学生の実力や就労可能性を見極める期間として活用できる。 

 

(4) 日本での就労・生活に関する情報提供、ビザ取得等の手続き面に関する丁寧な説明 

 グローバルサウス諸国の大学へのヒアリング調査からは、これまで就職実績がほとんどない

日本への渡航にあたり、日本で就労・生活することの情報提供や、ビザ取得等の手続き面の丁

寧な支援を求める声が複数聞かれた。後者の手続き面に関わり、OECD（2023）が国家間で比

較している「人材魅力度（誘致度）指数（Indicators of Talent Attractiveness）」においても、収

入や将来展望等と並んで、ビザや行政手続きのスピード感や簡便さ（デジタル化の状況等）が

挙げられるように、一つの重要な観点といえる。 

 実際、メキシコの大学で聞かれた例では、アメリカのある州政府が移民専門の弁護士を院卒

し、学生に対してアメリカで就職する際のビザの要件を説明する取組もされている。上記（1）、

（2）と併せて、例えば、日本の在外公館担当者や日本企業がグローバルサウス諸国の大学へ

訪問し、日本企業限定のイベント等を開催する際の一つのコンテンツとして、手続き面の説明

を行うことも一案として考えられる。 

 

参考文献 

OECD, 2023, What is the best country for global talents in the OECD? 
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第 V 章 日本企業の海外拠点における現地高度人材の雇用に関する現

地調査・分析 

 

1. メキシコの自動車産業を取り巻く状況 

(1) 自動車生産・販売動向 

① 主要国における自動車生産台数 

2023年のメキシコの自動車生産台数は4,002,047台であり、世界で第7位の自動車生産国とな

っている。これは、世界の自動車生産台数の 4.3%にあたる。 

世界の自動車生産台数におけるメキシコの構成比（2019～2023 年）をみると、4%台で安定

的に推移している。 

 

図表V-1 主要国の自動車生産台数の年次推移（単位：台） 

 
（出所） OICA “Production Statistics”  

国 2019 2020 2021 2022 2023

台数 25,750,650 25,225,242 26,121,712 27,020,615 30,160,966

構成比 28.0% 32.6% 32.7% 31.9% 32.2%

台数 10,892,884 8,821,026 9,157,205 10,052,958 10,611,555

構成比 11.9% 11.4% 11.4% 11.9% 11.3%

台数 9,684,507 8,067,943 7,836,908 7,835,539 8,997,440

構成比 10.5% 10.4% 9.8% 9.2% 9.6%

台数 4,524,366 3,381,819 4,399,112 5,457,242 5,851,507

構成比 4.9% 4.4% 5.5% 6.4% 6.3%

台数 3,950,614 3,506,774 3,462,404 3,757,049 4,243,597

構成比 4.3% 4.5% 4.3% 4.4% 4.5%

台数 4,663,749 3,515,488 3,096,165 3,480,357 4,109,371

構成比 5.1% 4.5% 3.9% 4.1% 4.4%

台数 4,013,137 3,177,251 3,194,858 3,509,101 4,002,047

構成比 4.4% 4.1% 4.0% 4.1% 4.3%

台数 2,822,632 2,268,185 2,098,133 2,219,436 2,451,221

構成比 3.1% 2.9% 2.6% 2.6% 2.6%

台数 2,944,988 2,014,055 2,248,253 2,369,769 2,324,838

構成比 3.2% 2.6% 2.8% 2.8% 2.5%

台数 2,013,710 1,427,074 1,685,705 1,883,515 1,841,663

構成比 2.2% 1.8% 2.1% 2.2% 2.0%

台数 20,596,928 16,033,713 16,704,120 17,244,795 18,952,394

構成比 22.4% 20.7% 20.9% 20.3% 20.3%

台数 91,858,165 77,438,570 80,004,575 84,830,376 93,546,599

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

その他

総計

タイ

ブラジル
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② メキシコにおけるメーカー別自動車生産台数 

メキシコでは 2023 年時点で 13 社が完成車（大型バス・トラック以外）を生産しており、生

産台数は 3,779,234 台となっている。そのうち、日系企業 4 社の生産台数の合計は 1,235,521 台

であり、全体の 32.7%を占めている。 

日系企業の生産台数を多い順にみると、①日産（615,751 台、16.3%）、②トヨタ（250,015 台、

6.6%）、③マツダ（202,506台、5.4%）、④ホンダ（167,249台、4.4%）となっている。 

 

図表V-2 メーカー別自動車生産台数の推移（大型バス・トラック以外、単位：台）

 

 

（出所） INEGI “Registro Administrativo de la Industria Automotriz de Vehículos Ligeros”  

  

2020 2021 2022 2023

台数 679,736 491,806 743,246 722,631

構成比 24.4% 17.8% 22.5% 19.1%

台数 474,363 504,945 391,002 615,751

構成比 17.0% 18.2% 11.8% 16.3%

台数 402,506 373,029 414,952 467,542

構成比 14.4% 13.5% 12.5% 12.4%

台数 125,490 198,223 303,419 365,365

構成比 4.5% 7.2% 9.2% 9.7%

台数 274,584 257,158 301,865 349,227

構成比 9.9% 9.3% 9.1% 9.2%

台数 188,154 206,100 265,000 256,000

構成比 6.8% 7.4% 8.0% 6.8%

台数 152,843 206,433 268,344 250,015

構成比 5.5% 7.5% 8.1% 6.6%

台数 128,026 120,679 148,098 202,506

構成比 4.6% 4.4% 4.5% 5.4%

台数 110,668 134,105 178,000 175,121

構成比 4.0% 4.8% 5.4% 4.6%

台数 117,706 140,466 126,319 167,249

構成比 4.2% 5.1% 3.8% 4.4%

台数 50,818 62,040 63,465 117,462

構成比 1.8% 2.2% 1.9% 3.1%

台数 77,627 70,123 87,562 67,846

構成比 2.8% 2.5% 2.6% 1.8%

台数 3,406 1,897 17,074 22,519

構成比 0.1% 0.1% 0.5% 0.6%

台数 872,938 972,523 933,763 1,235,521

構成比 31.3% 35.1% 28.2% 32.7%

台数 2,785,927 2,767,004 3,308,346 3,779,234

構成比 84.2% 83.6% 100.0% 100.0%
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② メキシコの産業別年間離職率 

2018 年の年間離職率は、全産業で 22.2%であり、製造業全体では 24.9%である。また、輸送

機器製造業の年間離職率は 34.8%であり、全産業平均および製造業全体よりも高い数値となっ

ている。 

 

図表V-8  産業別年間離職率（2018年、単位：%） 

 

 

 

（出所）  INEGI (2019) "Censos Económicos 2019” 

" 

（注１）本統計における年間離職率は、2018年 1月時点で勤務していた者のうち、同年 12月時点で同じ事業

所で勤務していなかった者の割合を指している。 
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(2) 人材育成 

① Bécateサブプログラム 

メキシコ労働福祉省が提供する「Bécateサブプログラム（Subprograma Bécate）」を通じて、

16歳以上で就学していない若者、および失業者や未就職者等に対して、職業訓練を提供してい

る。訓練費用や交通費、傷害保険等の費用は基本的に政府が負担している。提供される訓練は、

混合訓練、労働実践訓練、自営業訓練、技術者・専門家訓練、労働能力認定訓練に分かれてお

り、労働者は自身に合った訓練を受講することができる（Secretaría del Trabajo y Previsión 

Social、2018）。 

 

② デュアルシステム 

メキシコでは、2010年代以前から技術系の高校を卒業した若者の高い失業率が社会課題とな

っていた。そのため、メキシコ教育省は 2013 年、「メキシコ型デュアルシステム（Modelo 

Mexicano de Formación Dual：MMFD）」を開発した。ドイツのデュアルシステムを基に開発さ

れたこのシステムの下では、学生は学校における理論的教育と企業における実践訓練を並行し

て受けることができる（Secretaria de Educación Publica、2014）。 

現在も、国立専門技術教育学校（CONALEP）や、州立科学技術校（CECYTE）等の技術教

育機関の生徒を中心に、多くの生徒がデュアルシステムを受講し、訓練先に就職している。 
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3. メキシコの自動車関連産業における日系企業・海外企業の進出動向 

(1) 完成車メーカーの進出状況 

メキシコにおける完成車メーカーの進出の歴史は、20 世紀前半にまで遡る。1925 年にフォ

ードがメキシコに進出し、ノックダウン生産を行う組立工場を設立すると、メキシコの自動車

産業は本格的にスタートした（内多、2014）。 

その後、1960 年代初頭までは、部品輸入による自動車組立生産が盛んであった。しかし、

1962年政令（第 1回自動車令）によって完成車の輸入が禁止され、国内市場における販売のた

めにはメキシコでの生産が必須となったこともあり、1960年代には外資完成車メーカーが徐々

に進出し始めた。輸入代替工業生産が主流となったこの時期に、日系企業では初めて日産がメ

キシコに進出している。比較的早い時期に進出したフォード・フォルクスワーゲン・日産・

GM・FCA（現ステランティス）の 5 社は、現在でも生産台数トップ 5 の企業であり、メキシ

コ完成車メーカーの「ビッグ 5」と呼ばれることもある（中畑、2018）。 

その後、1980年代の債務危機を経て、メキシコ政府はこれまでの輸入代替政策から自由貿易

路線に舵を切った。1994 年には NAFTA が発効され、域内自動車貿易の自由化が進む中、1990

年代にはホンダ、2000年代にはトヨタが、相次いでメキシコでの自動車生産を開始した。 

2010 年代以降は、マツダに加えて起亜や JAC といったアジア企業も進出し、メキシコに生

産拠点を置く完成車メーカーは増え続けている。 

 

図表V-10  主な完成車メーカーの進出状況 

 
（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成 

 

  

現地生産開始時期

（四輪車）
進出企業 主な工場所在地

フォード チワワ州、メヒコ州

フォルクスワーゲン プエブラ州、グアナファト州

日産 アグアスカリエンテス州、モレロス州

GM サンルイスポトシ州、コアウイラ州、グアナファト州、メキシコ州

ステランティス (FCA) コアウイラ州、メヒコ州

ホンダ グアナファト州

トヨタ バハ・カリフォルニア州、グアナファト州

マツダ グアナフアト州

起亜 ヌエボ・レオン州

アウディ プエブラ州

BMW サンルイスポトシ州

JAC イダルゴ州

メルセデス・ベンツ アグアスカリエンテス州

～1980年代

1990年代～2000年代

2010年代～
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＜チームリーダーと離職の関係について（日系・ライン人員不足影響   強）＞ 

 チームリーダーによってチームの離職率が左右される面があるため、今年からリーダー

シッププログラムを導入し、会社としても教育に取り組んでいる。 

 チームリーダーの質のばらつきは課題である。チームリーダーが成熟していないと、不

満につながってしまう。当社では 360度診断を行い、チームリーダーがうまく機能してい

なければ、ローテーションしたり、社内で教育を行ったりする。 

 退職理由の一つに、新人教育が不足しているという声もある。新人教育は現場のリーダ

ークラスに任せているが、リーダーによって差があったり、新人の数が多すぎて、教え

きれなかったりするケースがあるのだと思う。8 割程度は長く継続するが、残りの 2 割が

頻繁に入れ替わる状況である。 
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5. 対応策の検討 

(1) 人材不足の実態把握 

① 課題の整理 

 ラインワーカーの人手不足の実態として、生産計画が達成できなかった回数を職長に確認

したところ、日系企業の方がよくある（年に３回以上）が多い傾向となった。 

 経営者の認識として、上級管理職、一般管理職の人手不足は、海外企業では深刻であると

する企業がみられたが、日系企業ではあまりみられない。一般事務職は、日系、海外双方

ともに、それほど深刻という認識ではない傾向で、工場作業員は、日系企業の方がやや深

刻という認識が多かった。 

 

(2) 体制の問題（ギャップの解消・納得のためのコミュニケーション） 

① 課題の整理 

＜ラインワーカー＞ 

 ラインワーカーでは、『不満やギャップが発生した際に、上司・同僚に話したことがある

か』について、話したことが「ある」が、海外企業で多くなった。一方で、特に日系の

ライン人員不足の影響が強い企業は、話したことが「ない」が多い（4.(3)②1））。 

 『どのような時に話したか』については、日系のライン人員不足の影響が弱い企業で

「同僚に普段の会話の中で」が多い（4.(3)②2））。 

 話したことが「ない」理由は、「話しても何も変わらないと思うから」、「話す機会がない

から」が多い（4.(3)②5））。 

 『不満やギャップが、今後、転職につながる可能性』については、日系企業は「転職に

つながる可能性がある」の割合は、海外企業よりも低い（4.(3)②6））。理由としては、

『今後のキャリアプラン』として、「今の会社で出世したい」が多いこと等が影響してい

る可能性が考えられる。海外企業では「転職も含めて収入を上げたい」が多い（4.(3)②

10））。 

 職長においては、『同僚や部下と十分なコミュニケーションを取るように、上司から指示

されているか』について、「ない」が、日系の人員不足の影響が強い企業において多い

（4.(3)②12））。 

 経営者においては、『ラインワーカーの要望や相談を聞く機会』として、日系の人員不足

の影響が強い企業では、様々な機会で要望や相談を聞いている認識がある。海外企業で

は、「職長から普段の会話の中で」が多くなっている（4.(3)②17））。 

 

＜ホワイトカラー＞ 

 ホワイトカラーでは、『不満やギャップが発生した際に、上司・同僚に話したことがある

か』について、海外企業の全回答者が、話したがことが「ある」としたのに対し、日系
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企業では、話したことが「ない」がみられた（4.(3)③1））。話したことが「ない」理由

は、「話す機会がないから」が多い（4.(3)③5））。 

 不満やギャップを話した場合、日系企業、海外企業ともに多くの人が、不満やギャップ

は解消されてはいないが、納得できている。海外企業では、不満やギャップを話したこ

とで「解消された」人もいる一方で、日系企業では「解消されておらず、納得もできな

かった」人もいた（4.(3)③3））。 

 『不満やギャップが、今後、転職につながる可能性』については、日系企業は「転職に

つながる可能性がある」の割合は、海外企業よりも低い（4.(3)③6））。理由としては、

『今後のキャリアプラン』として、「今の会社で出世したい」が多いこと等が影響してい

る可能性が考えられる。海外企業では「転職も含めて収入を上げたい」「独立したい」が

多い（4.(3)③10）。 

 経営者においては、『ホワイトカラーの要望や相談を聞く機会』として、海外企業の全回

答者で「直接本人から普段の会話の中で」がみられたのに対し、日系企業は、半数程度

で、それ以外の様々な機会で要望や相談を聞いている認識がある。（4.(3)②11））。 

 現地メキシコ人の登用としては、「役員クラス」までの登用が、日系企業でも多く見られ

た（4.(3)②13））。 

 

② 対応策 

■組織維持の鍵となるチームリーダーの能力強化 

ラインワーカーでは、チームリーダー層が定着のキーパーソンであり、生産現

場の人材育成や定着率に大きな影響を与えている。そのため、組織としてチーム

リーダー層の能力強化に力を入れることが重要である。マネジメント、チームビ

ルディング、新人教育等に関する研修、ロールモデルとなるリーダーの見える化

やメンター制度の導入等が考えられる。 

 

本調査では、ラインワーカーが相談している人、頼りにしている人として、職長・経営層と

もにチーム（ライン）リーダーをあげるケースが多かった（4.(3)②13）19)）。一方で、チー

ムリーダーにより人材の定着状況に差が出ているとの声が聞かれた。また、人材が頻繁に入れ

替わる状況において、リーダーが新人教育を任された結果、教育が行き届かず離職に繋がる

等、悪循環を招いている様子もうかがわれている（4.(3)②20)）。 

 

■チームリーダーへの組織的なフォロー 

生産現場のチームリーダーの能力強化と合わせて、チームリーダーのみに責任

を負わすのではなく、定着に向けたコミュニケーション対応、風通しのよいチー
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ムづくり等において、組織的な取組やチームリーダーへのフォローが必要であ

る。チームリーダーとチームメンバーの定期的な面談の制度化、チームでの交流

機会づくりや交流費補助、新人教育における動画マニュアル等の導入や共通研修

の実施等が考えられる。また、チームリーダーが相談する機会として、チームリ

ーダーとマネージャー・経営層との定期的な面談の設定、チームリーダー同士で

課題や解決策を共有する場の設定等も考えられる。 

 

本調査では、日系のライン人員不足の影響が強い企業では、経営者層はラインワーカーの要

望や相談を様々な方法で聞いている認識であるものの、職長はコミュニケーションに関する指

示を上司から受けている認識が低く、ラインワーカー自身も不満やギャップが発生した際に上

司・同僚に話す人が少ない傾向となっていた。 

 

 

■メキシコ人役員の登用、人事・労務マネージャーとの信頼

関係、裁量の付与 

ホワイトカラーでは、メキシコ人の役員クラス、人事・労務マネージャーが定

着のキーパーソンとなっており、役員クラスのメキシコ人の登用、人事・労務マ

ネージャーとの信頼づくりや裁量の付与が必要である。また、日本人経営層が、

日頃よりメキシコ文化の尊重や理解を示し、コミュニケーションの円滑化を図る

ことも求められる。 

 

 本調査では、ホワイトカラーでは、海外企業の方が、普段の会話の中で経営層に相談をしや

すい環境になっていることがうかがわれた。経営層への普段の会話で相談等がされている日系

企業においては、経営層による、人間関係づくり（挨拶、BBQ、交流会）、スペイン語の取得

等の取組もみられた（4.(3)③15））。 

ヒアリングを行った日系企業では、経営層への相談のしやすさが海外企業に比べると低いも

のの、ホワイトカラーの人材不足について深刻な状況にはなっていなかった。これは、現地メ

キシコ人の役員クラスでの登用が多いことや、人事・労務のマネージャークラスにおいて、メ

キシコ人・日本人双方から信頼されている人が多いことが考えられる（4.(3)③14)）。 

 

(3) 採用・定着における雇用条件の影響 

① 課題の整理 

＜ラインワーカー＞ 

 ラインワーカーの『求職時に優先した条件』として、「賃金」「昇給制度」「通勤のしやす

さ」「勤務時間」が全体として高い傾向がある（4.(3)④1））。 
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 日系企業で働くラインワーカーは、『会社を決めた条件』として、「賃金」「環境」「勤務

時間」「学んだ内容が活かせる」が高く、『譲れなかった条件』として、人員不足影響が

強い企業は「賃金」、人員不足影響が弱い企業は「昇給制度」が高い傾向にある。『諦め

た条件』として「賃金」「仕事の量」がみられた。（4.(3)④2）～4)）。「賃金」について

は、『最近満足している条件』として挙げられた割合が高く、ヒアリングを行った日系の

ラインワーカーにおいてはネガティブに感じている者は少ない。一方で、「昇給制度」に

ついては、『不満がある条件』として回答するラインワーカーがみられた。また、『就職

を決めた時からのネガティブなギャップ』としては、「仕事の量」の割合が高く、「シフ

ト調整」「仕事のスタイル」も高い傾向にある（4.(3)④5）～7)）。 

 海外企業で働くラインワーカーは、『会社を決めた条件』として、「昇給制度」「経験が活

かせる」「通勤のしやすさ」「学んだ内容が活かせる」が高い傾向にある。『譲れなかった

条件』としては「裁量の有無」「仕事の難易度」「勤務時間」等が高く、『諦めた条件』と

して「環境」が高い傾向にある（4.(3)④2）～4)）。『最近満足している条件』は「通勤の

しやすさ」が高く、一方で、「環境」「食堂」は、不満が高い傾向にある（4.(3)④5）～

7)）。 

 職長の認識では、『同僚や部下から不満・要望・相談が多い条件』として、日系企業では

「仕事の量」が多く、ラインワーカーのネガティブなギャップとも一致している。『離職

時の理由としてよく聞かれること』は、人員不足影響が強い企業において、「通勤のしや

すさ」「昇給制度」の割合が高くなっている。海外企業においては、不満、離職時の理由

として、「賃金」「昇給制度」の割合が高い傾向にある（4.(3)④10）～13)）。 

 ホワイトカラーの認識では、『ラインワーカーの求人の弱み』として、日系企業では「仕

事の量」「通勤のしやすさ」があげられており、ラインワーカー、職長の認識と一致して

いる。『ラインワーカーの人材定着に向けた取組』として、日系企業では、「昇給制度」

「環境」「休暇の取得」、海外企業では「昇給制度」「経験が活かせる」「学んだ内容が活

かせる」等の回答がみられた。（4.(3)④14）～17)） 

 経営者の認識では、『ラインワーカーの求人条件の弱み』として、日系企業は「賃金」

「仕事の量」「通勤のしやすさ」、海外企業は「昇給制度」「環境」が高い傾向にある。ま

た、『不満・要望・相談が多い条件』として、日系企業は「賃金」「仕事の難易度」「仕事

の量」、海外企業は「昇給制度」「食堂」が高い傾向にある（4.(3)④18）～21)）。 

 ラインワーカーの定着に向けた具体的な対応として、日系企業の経営者からは、賃金制

度や昇給制度に関する取組とともに、イベント、食堂、通勤の改善等がみられる一方

で、海外企業では、賃金や昇給制度、環境の改善とともに、人材育成・訓練や、人材の

表彰・奨励等がみられた（4.(3)④22)）。 
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＜ホワイトカラー＞ 

 ホワイトカラーの『求職時に優先した条件』として、「賃金」「昇給制度」「経験が活かせ

る」「勤務時間」「上司との関係」が全体として高い傾向がある（4.(3)⑤1））。 

 日系企業で働くホワイトカラーは、『会社を決めた条件』として、「賃金」「仕事のスタイ

ル」「昇給制度」「経験が活かせる」「学んだ内容が活かせる」の順で高く、『譲れなかっ

た条件』として、「昇給制度」「勤務時間」「仕事の量」が高い傾向にある。また、『諦め

た条件』として「通勤のしやすさ」「仕事のスタイル」がみられた。（4.(3)⑤2）～4)）。

『最近満足している条件』としては、「賃金」「仕事のスタイル」「環境」「上司との関

係」が高い。『不満がある条件』『就職を決めた時からのネガティブなギャップ』として

は、「仕事の量」「通勤のしやすさ」「勤務時間」が高い（4.(3)⑤5）～7)）。 

 海外企業で働くホワイトカラーは、『会社を決めた条件』として、「経験が活かせる」「勤

務時間」が高い傾向にある。『譲れなかった条件』としては「勤務時間」「昇給制度」が

高く、『諦めた条件』として「食堂」「賃金」「仕事のスタイル」「通勤のしやすさ」「部下

との関係」が高い傾向にある（4.(3)⑤2）～4)）。『最近満足している条件』は「経験が活

かせる」「勤務時間」が高く、一方で「昇給制度」「通勤のしやすさ」は、不満が高い傾

向にあり、「昇給制度」「仕事の量」でネガティブなギャップを感じている。（4.(3)④5）

～7)）。 

 経営者の認識では、『ホワイトカラーの求人条件の弱み』として、日系企業では「賃金」

「経験が活かせる」「仕事の量」が高く、海外企業では「環境」が高い。『不満・要望・

相談が多い条件』として、日系企業は「賃金」「上司との関係」「仕事の量」、海外企業は

「仕事の量」「昇給制度」の順で多い。 

 ホワイトカラーの定着に向けた具体的な対応として、日系企業の経営者からは、在宅勤

務、フレックスタイム制の導入等の取組が多く聞かれた。海外企業では、海外の本社ポ

ジションへの昇格、人材の表彰等の取組がみられた（4.(3)④22)）。 

 

② 対応策 

■就職前に、日本の生産方式を丁寧に説明し、理解してもらう 

日本式の生産管理や、生産性向上の取組等について、就職前に丁寧に説明する

こと等を通じて、ミスマッチを防ぎ、定着に結び付けていくことが重要である。

求職時において、現地の公的な求人紹介所と連携して、説明していくことも考え

られる。そのために、日本式の生産方式に関する説明資料を各企業、業界団体、

日本政府等で整えていくことが必要である。 

 

 本調査では、日系企業では「仕事の量」「シフト調整」「仕事のスタイル」等の仕事の内容や

働き方に関する項目で、ラインワーカーでネガティブなギャップが発生しており、特に「仕事
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の量」は、職長、経営者においてもラインワーカーから多く挙げられる不満として、共通認識

が持たれていた。「仕事のスタイル」については、求職時には意識されていないことが多く、

不満等が発生した理由として「求職時に知らなかった」と回答している人も多い傾向にあっ

た。現地の求人紹介所とのタイアップ（求人紹介担当者への日系企業理解）の可能性も確認さ

れた（4.(3)⑥）。 

 

 

■教育機関等との連携で、技術だけではなく、日本の企業文

化や価値観等も教えていく 

州や市の教育機関が企業と連携して提供するインターンシップやデュアルプロ

グラム等の機会を活用しながら、技術だけではなく、日本の企業文化や価値観等

も併せて伝えることで、就職後の定着に繋げる。 

 

本調査では、将来のキャリアプランとして、日系企業では「今の会社で出世したい」が多

く、海外企業では「転職を含めて収入を上げたい」が多くなっており、日系企業においては、

日本の企業文化や価値観を持っている人が、定着していることがうかがわれた（4.(3)②③

10））。  

本来であれば、人材の定着に向けて現地の仕事のスタイルや価値観等に合わせていくことが

理想的ではあり、将来的には対応していく必要はあるが、すぐに日系企業において生産方式や

企業文化、価値観を変更することは難しいと考えられるため、その文化や価値観を理解したう

えで日系企業を志望する人を増やしていく取組が必要と考える。 

 

 

■就職後に、賃金との関係等も合わせて日本の生産方式、企業文化や

価値観の理解を深める 

 就職後についても継続して、技術のみでなく、企業文化や価値観への理解を深

める必要がある。特に、日本の生産方式や生産管理等の厳しさが、製品品質、売

上向上を経て、賃金やボーナス等に繋がることを伝える等、メキシコ人の価値観や

考え方に訴求する形を取っていくことが望ましい。 

 

本調査でも、ラインワーカーについて、日系企業においては、経営層で「賃金」を弱みと認

識している企業もみられるが、賃上げや、メキシコの PTU（利益余剰金の労働者への還元制

度）等に関する取組等が行われていることから（4.(3)④22)）、ラインワーカー自身は、現状

では「賃金」面に満足している人が多い。 
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 また、前述のとおり、日系企業では「仕事の量」等で、ラインワーカーでネガティブなギャ

ップが発生しているが、「仕事の量」に不満を持つラインワーカーは、就職前に「仕事の量」

の条件を意識しながらも、妥協をして就職をしたことがうかがわれるため（6名のうち、2名

が『譲れなかった条件』で、2名が『諦めた条件』で「仕事の量」を選択）、就職後も継続的

な説明により、理解してもらうことが必要である。 

 

 

■不満やネガティブなギャップに対する柔軟で細やかな対応 

 ラインワーカーの環境や食堂に対する改善や、ホワイトカラーの通勤のしやす

さに対して在宅勤務等の柔軟な働き方を導入するなど、都度できる範囲内で改善

については、柔軟に細やかに対応していく。 

 

本調査でも、海外企業においては、「環境」「食堂」等の取組への不満が高い傾向にあるが、

日系企業では、環境や食堂への改善が行われていることもあり（4.(3)④22)）、不満としては

低い傾向にあった。 

 ホワイトカラーについて、日系企業では、不満やネガティブなギャップとして「仕事の量」

「通勤のしやすさ」「勤務時間」が高い傾向にある。「仕事の量」や「通勤のしやすさ」につい

ては、海外企業においても不満やネガティブなギャップが発生している。「通勤のしやすさ」

については、立地に関係する条件であるため、解決が難しい面もあるが、コロナ禍以降、人材

側からの要望で在宅勤務やフレックスタイム制を取り入れている企業もみられたこと（4.(3)

⑤14））から、柔軟な働き方を整えていく必要がある。 
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